
	 　中小企業（※）の経営支援に関する取組み方針　�

	 　中小企業の経営支援に関する態勢整備　�

	 　中小企業の経営支援に関する取組状況　�

　当行では、中小企業の皆さまとの接点や日常的・継続的な信頼関係を一層強化するとともに、営業店と本部との連携
によって、中小企業の皆さまの課題解決や経営支援に取組んでまいります。
　また、行政や外部機関・外部専門家等とも連携し、中小企業の皆さまの経営支援とともに、地域経済の活性化や成長に
向けて取組んでまいります。

（※）小規模事業者を含みます。以下も同じです。

　当行では、営業店、本部が一体となって中小企業の皆さまの経営支援に取組んでいるほか、外部機関や外部専門家とも
連携し、お客さまの課題解決のためのサポートを実施しております。

1．創業・新規事業開拓の支援
■創業・新事業支援への取組み
　創業・新事業進出にかかる制度融資の取組みのほか、創業支援に関する補助金について情報提供を行うなど、お取引
先企業の創業・新事業進出をお手伝いしております。

■ふるさと鳥取創生強者会「社長塾」
　平成11年より若手経営者・次世代経営者の方々を対象とした「社長塾」を継続
して開催しております。
　平成27年上半期は、人材育成に関する講義を開催しております。

2．成長段階における支援
■販路拡大支援
　お取引先企業の皆さまに対するコンサルティング機能発揮の一環として、外部機関との連携や当行独自の顧客管理シ
ステムを活用したビジネスマッチングのほか、各種商談会の開催等を通じて販路拡大を支援しております。

◎ビジネスマッチングの取組み件数
平成27年度上半期実績

ビジネスマッチング情報の提供件数（※） 1,190件
（※）ビジネスマッチング情報の提供件数は年間2,000件を目標に掲げ重点的に取組んでおります。

販路拡大支援
事業承継・Ｍ＆Ａ支援
医療・介護経営支援
再生可能エネルギー導入支援
海外ビジネス支援
アグリビジネス支援

ふるさと振興部
地域ビジネス推進室

審査部　経営サポート室

経営改善支援
事業再生支援

代表的な外部機関・外部専門家（抜粋）

○中小企業再生支援協議会
○とっとり企業支援ネットワーク
○山陰中小企業支援3号投資事業
　有限責任組合
○中小企業診断協会　鳥取支部
○TKC中国会

○伊藤忠商事㈱
○大阪中小企業投資育成
○㈱川原経営総合センター
○オリックス㈱
○日本貿易振興機構（JETRO）
○日本政策金融公庫　農林水産事業

○鳥取県・各市町村
○（公財）鳥取県産業振興機構
○鳥取大学

本部

鳥取銀行

連　携

経営支援検討会
　お客さまの課題解決や経営改善支援に取組むため、当行営業店や本部各部が連携し、お客さまの個別課題やニーズを把握・
共有するとともに、販路拡大や課題解決に向けた経営支援策を検討。
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事業性評価シートの策定を通じた企業分析・企業把握 具体的施策のご提案 好循環の実現

「目利き力」の発揮 「コンサルティング機能」の発揮

≪事業性評価シートの概要≫
・企業把握
・環境分析
・市場分析
・今後の具体的施策
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・最適なソリューション
・円滑な資金供給

・取引先の成長・発展
　をサポート
・地域経済、産業活動
　の支援

　◎平成27年度に開催した商談会（平成27年11月30日現在）
主な商談会等 開催地 時期 内容

山陰海岸ジオパーク食品商談会 鳥取 平成27年10月
山陰海岸ジオパーク内の食品関連企業の皆さまの販路拡大
を図るため、バイヤー6社が参加のもと、“食”に関する商談
会を開催しました。

地方銀行フードセレクション2015 東京 平成27年11月 「食」に特化した全国規模の展示商談会で、出展企業585
社・団体、1万名を超えるバイヤーが来場されました。

3．経営改善・事業再生・業種転換等の支援
　経営改善計画の策定支援や外部機関との連携等を通じて、コンサルティング機能の発揮に努めております。

■経営改善支援の取組み
　経営改善支援対象先に対し、審査部内の専門部署である経営サポート室と営業店が一体となって、対象先の問題点に
対する解決策の策定・実施や進捗管理などを行っております。

平成27年度上半期実績
債務者区分ランクアップ先数（※） 11先（6ヶ月累計）

（※）債務者区分ランクアップ先数は平成27～平成29年度の3年間で30先のランクアップを目標に掲げ重点的に取組んでおります。

◎格付開示サービス
　コンサルティング機能の発揮とお取引先企業との関係強化を目指して、当行が統一的な
尺度で評価させていただいた「格付」を開示するサービスを平成25年12月より開始しており
ます。格付の開示とともに特徴的な財務指標をピックアップして解説させていただくことで、
財務内容の改善や課題解決に役立たせてもらうことを目指しており、平成27年9月末までに
662件のお客さまにご利用いただいております。

■事業再生支援の取組み
　中小企業再生支援協議会やとっとり企業支援ネットワーク等と連携を図り、事業再生や経営改善支援に向けた取組み
を継続して実施しております。

■事業性評価の取組み
　お取引先企業の財務内容だけでなく、外部環境やビジネスモデル、成長可能性を適切に評価（事業性評価）し、保証や
担保等に過度に依存しない融資や経営改善支援等を行っていくため、当行が独自に策定した事業性評価シートを活用し
ております。また、適切な評価を実施するため行員の目利き力向上に向けた様々な研修を実施しております。

◎事業性評価フロー

◎平成27年度に実施した研修
項目 時期 受講者 内容

第2回　業種別研修会 平成27年6月 39名 卸売、小売、運送等の流通業をテーマとして、各業界の動向や
競争環境、経営分析のポイントを習得

第3回　業種別研修会 平成27年10月 48名 成長分野の一つである医療・福祉事業をテーマとして、業界の
動向や地域別分析、アプローチ手法を習得
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	 　地域の活性化に関する取組状況　�
■地方創生への取組み
　地方創生に対して積極的に関与していくため、行内体制を整備するとともに、地域内での連携を強化し、地域経済の活
性化や成長に向けた様々な取組みを展開しております。

◎行内体制

　◎地域内での連携した取組み（平成27年度上半期）
項目 時期 内容

鳥取市と「新規創業支援に関する連携事業契約」を
締結 平成27年6月

鳥取市と「新規創業支援に関する連携事業契約」を締結。同年
7月には地域内の創業希望者を対象に、資金調達手法の一つ
である「クラウドファンディング活用に関するセミナー」を開催

ふるさと鳥取県定住機構と「業務連携・協力に関す
る協定書」を締結 平成27年6月

ふるさと鳥取県定住機構の相談取り次ぎ窓口として当行の鳥
取県外4拠点（東京事務所、大阪支店、岡山支店、広島支店）に

「とっとり移住相談窓口」を設置したほか、人材確保・人材活用
等をテーマとしたセミナーを開催

「鳥取大学・鳥取銀行連携セミナー」の開催 平成27年9月 「耕作放棄地の有効活用による地域経済活性化」をテーマに
したセミナーを開催

地方創生担当部
（ふるさと振興部）

・行内外の情報取集及び調査分析
・各種施策の企画・立案・実行

・地方創生に資する取引先情報の受付
・行内外の調整と情報連携

地方創生担当者
（地域ビジネス推進室長
 営業推進部副部長）

・地方創生に資する取引先情報の収集地方創生サポーター
（全店の支店長）

地域内連携

報道
機関

労働
団体

地方
自治体

教育
機関

金融
機関 産業界

■地域の成長産業や特定分野に対する支援
　地域の安心の要である医療・介護分野や再生可能エネルギー分野に対し、本部に専担者を配置し、お客さまのニーズ
にお応えする態勢を整備しております。

　◎関連融資の取組み
平成27年度上半期実績

医療・介護関連融資の取組み実績 42件／18億円
再生可能エネルギー関連融資の取組み実績 35件／7億円

平素より私ども鳥取銀行に対しまして格別のお引立てを賜り、厚く御礼申し上げます。当行は昭和24年の創立以来、
鳥取県に本店を置く唯一の地方銀行として地域経済の発展とともに成長し、今日の基盤を築き上げてまいりました。こ
れも皆さま方の温かいご支援のたまものと深く感謝しております。

このたび平成27年度中間決算の内容等について詳しくご紹介する「鳥取銀行2015年9月期　中間期ディスクロー
ジャー誌」を作成いたしました。ご高覧のうえ、当行へのご理解を一層深めていただければ幸いに存じます。

当行では、平成27年4月より、中期経営計画「考動と開革Ⅱ 27-29」に取組んでおります。この計画では、急速な
少子高齢化や人口減少などの環境変化に的確に対応し、お客さまとの関係や地域との連携を強化することで「お客さま
の明るい未来と活力あふれる地域を創造する銀行」を目指してまいります。

皆さま方におかれましても、今後ともより一層のご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成28年1月
 取締役頭取 宮㟢 正彦

ごあいさつ
	 　「経営者保証に関するガイドライン」の活用状況　	
　当行は経営者保証に依存しない融資の一層の促進を図るため、お客さまと保証契約を締結する場合や保証人のお客さま
が本ガイドラインに則した保証債務の整理を申し立てられた場合には、本ガイドラインに基づいた適切な対応に努めてお
ります。
経営者保証に関するガイドラインとは
中小企業・小規模事業者等の経営者の皆さまが金融機関に差し入れている個人保証について、保証契約を締結する際や、
金融機関等の債権者が保証履行を求める際における中小企業（債務者）、保証人、債権者による自主的なルールです。
詳細は全国銀行協会ホームページをご覧ください。
http://zenginkyo.or.jp/abstract/adr/adrsme/guideline/

　◎平成27年度上半期の活用状況
平成27年度上半期実績

新規に無保証で融資した件数（Ａ） 383
保証契約を変更した件数 3
保証契約を解除した件数 143
ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数 0
新規融資件数（Ｂ） 2,349
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合（Ａ）／（Ｂ） 16.30％
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行動
方針

お客さまの明るい未来と
活力あふれる地域を創造する銀行
急速な少子高齢化や人口減少などの環境変化に的確に対応し、お客さまとの関係や地域との連携を
強化することで、お客さまの明るい未来と活力あふれる地域を創造する銀行を目指してまいります。

経営管理戦略　強靭な経営体質の構築に向けた経営管理態勢の強化と経営効率の向上
● 自己資本充実　● リスク管理　● コンプライアンス　● 生産性向上　● コスト削減

人財育成戦略　地域と当行の将来を見据えた人財育成と能力を最大限に発揮するための環境整備
● 専門性向上　● コンサル機能アップ　● 他行や他業態に打ち勝つ人財

市場運用戦略　低金利局面が継続する中、市場運用力の強化で本業収益をカバー
● 有価証券運用の多様化　● 市場間接型融資の収益力強化

チャネル戦略　基幹店の新築移転によるプレゼンス向上とネット支店の開設による顧客基盤の拡充
● 米子支店移転新築　● 店舗再整備　● インターネット支店　● 機能特化店強化

個 人 戦 略　将来的な人口減少が予想される中、顧客起点のサービス提供により地域内シェアをアップ
● 現役世代・シニア世代対策　● ＣＳ・ホスピタリティ　● 業者グリップ再強化

法 人 戦 略　地元の中堅・中小企業の成長支援や課題解決支援により、地域経済のダイナミズムを創出
● ソリューション営業　● 成長分野支援　● 法人メイン化推進　● 採算管理徹底

地方創生戦略　人口減少と地域経済の縮小を克服すべく、地元金融機関としての役割・機能を発揮
● 産官学金労言連携 ● 地域企業・産業の競争力強化 ● 移住・定住促進支援

●	基本戦略

信頼と
笑  顔

地域に
感　謝

move
your
heart

● 地方創生への積極的な関与
● お客さま満足度の向上
● 地域と当行の将来を担う人財の育成

計 数 目 標
（平成29年度）

収益性指標 効率性指標 安全性指標
コア業務純益	35億円程度 ＯＨＲ	75％程度 自己資本比率	10％程度

〈計画期間〉 
平成27年4月～平成30年3月

中期経営計画

考動と開革Ⅱ
27 ▶ 29

基本
方針

目指す姿
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